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地震災害時における社会的ネットワーク活用に関する研究 

- 千葉県浦安市における首都直下地震の想定を事例として - 

 
 

 
１．研究の目的と背景 

	
 少子高齢化の進展や都市圏への人口集中等による人口

構成の変化、血縁・地縁の希薄化、インターネットやス

マートフォンなどの情報技術・機器の普及・拡大といっ

た時代の変化に伴い、社会的ネットワークのあり方やコ

ミュニケーション手段も変化し、多様化している。その

ような中、人々が災害時に活用する社会的ネットワーク

の種類やコミュニケーション手段に関する知見を蓄積す

ることが、災害に強いまちづくりにつながると考える。	
 

	
 災害・防災と社会的ネットワークの関連についての研

究はこれまでもなされてきた。例えば、藤見ら(2011)は、

人々のどのような行動が自助・共助意識の向上に影響を

与えるかを示した 2)。	
 

	
 一方、コミュニケーション手段と災害・防災の関連に

ついては、Peary	
 et	
 al.(2012)が発生した東日本大震災に

おいて、SNS が被災者のライフライン、被害情報の共有、

物資支援等において大きな役割を果たしたことを明らか

にしている 3)。	
 

	
 しかしながら、災害時の社会的ネットワークとコミュ

ニケーション手段は密接に関係しながらも、研究例は少

なく、十分に整理されていない。そこで、本研究では、

今後発生が予想される首都直下地震による災害において、

人々が活用を想定している社会的ネットワークの種類や

コミュニケーション手段について把握するとともに、そ

の要因を分析することを目的とする。	
 

	
 

２．研究方法 

	
 近所付き合いや人々との関わりの場が多い人ほど頼れ

る社会的ネットワークが多く存在し、災害に強いと言え

るとの仮説の下、千葉県浦安市を対象に頼れるつながり

と防災意識について、アンケート調査(郵送回収・インタ

ーネット回収)を実施した。2017 年 11 月に、浦安市民

1603 人に依頼書と調査票を配布し、276 の回答を得た。表

1 に回答者の居住地区と居住形態を示した。	
 	
 

	
 頼れるつながりの質問では、家族（同居・別居）、血縁

（居住地別）、近所、職場、友人知人（直接の知り合い・

ネットによる創生）等のつながりの項目より、各被災局

面において頼ると考えているつながりをたずねた。	
 

	
 防災意識の質問では、情報収集の手段、避難訓練や自

治会活動への参加頻度等をたずねた。	
 

	
 得られた回答データを主に新町・元町による居住地区

別、年代別、居住年数別、世帯構成別にクロス集計を行

い、カイ二乗検定によって有意差を確かめた。表に示す

「***」「**」「*」は、それぞれ 1%、5%、10%水準で比率に

有意な差があることを示す。そして、その差の原因につ

いて考察を行った。	
 

 

３．属性別による、結果・考察 

（１）居住地区別（新町・元町）	
 

	
 図 1より、両地区とも、まず同居者の家族を頼っており、

次いで、近隣住民となっている。ただし、浦安市内在住

の血縁関係者については、有意差(x2(13)=30.247,p＜0.1)

があった。埋め立て以前より存在し、居住年数の長い住

民の多い元町では、血縁者が比較的周囲に居住している

首都直下地震	
 地震災害	
 社会的ネットワーク	
 	
 AJ14026 加藤 誠士 

SNS	
 防災意識	
 	
 	
 指導教員 栗島 英明 

	
 	
 	
 	
 担当教員 志村 秀明 

図 1 地区別：頼る存在の集計結果（泥水・ガレキ除去） 

表 1  調査概要 



 
 
 

 

 

ために市内在住の血縁関係を頼る傾向が強く、新町にお

いては、他地域からの流入者が多いためにその傾向が見

られなかったと考えられる。	
 

	
 表 2に地区別かつ居住形態別の各質問において有意差が

確認できたものを示す。情報収集手段において元町・戸

建では、ラジオや市内無線放送を利用する傾向がある一

方、元町・集合では SNS を頼る傾向が見られた。表 3 より

居住者の年齢の違い(x2(28)=61.836,p＜0.1)によるもので

あることがわかった。	
 

	
 また、避難訓練への参加頻度（x2(9)=21.182,p＜0.5）

と自治会活動への参加頻度(x2(12)=32.743,p＜0.1)におい

て有意差がみられた。戸建住宅の居住者は、地域活動へ

の参加度合いが高く、災害時に地域の社会的ネットワー

クを活用できる可能性がある。	
 

（２）世帯構成別（単身・夫婦・核家族）	
 

	
 図 2に示すように、家族世帯は同居者や近隣住民など頼

れるネットワークがあるが、単身者は家族・血縁関係に

も頼ることができず、頼りになる人がいないとの回答が

約 5 割であり、有意差がみられた(x2(28)=70.413,p＜0.1)。	
 

（３）居住年数別	
 

	
 表 4 より、居住年数が 30 年以上の場合、市内の血縁関

係に頼る傾向(p＜0.1)がみられた一方、5 年未満の場合、

血縁者ではなく友人・知人に頼る傾向が強かった（p＜

0.1）。中でも、他の属性と比べてインターネットや SNS に

よって知り合った友人・知人を頼る傾向（p＜0.1）がみ

られた。	
 

	
 

４．結論 

 本研究の結果から、属性別に活用する社会的ネットワ

ークやコミュニケーション手段が異なることがわかった。	
 

	
 地区別においては、元町居住者は頼れる市内在住の血

縁関係が存在するが新町居住者は多くない。これは、地

区の歴史と居住年数が背景にある。そのため、居住年数

の少ない賃貸居住者は持ち家居住者に比べ、周囲に頼れ

る社会的ネットワークが希薄であると考えられる。ま

た、今回の調査では、近隣住民を頼る割合が、元町より

新町の方が高い状況となっていたが、これは元町が近隣

住民との関係が希薄であるということではなく、頼りに

するネットワークを 3 つ挙げてもらう調査方法を採った

ためと考えられる。実際、祭礼など元町の近隣関係は強

いと考えられる。以上より、浦安市内に多く血縁関係を

持つ元町居住者は、新町居住者よりも活用できるネット

ワークが多く、災害に強いと推測できる。	
 

	
 情報収集の手段においては、地区別・年齢別等によっ

て有意差が生じた。高齢者はマスメディアを主な情報源

にする一方で、若年者は SNS などのインターネットを活用

する傾向がある。そのため、行政等の災害情報の提供手

段を属性別によって考慮する必要がある。	
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